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諮問庁：出入国在留管理庁長官 

諮問日：令和５年１０月２７日（令和５年（行情）諮問第９７２号） 

答申日：令和７年２月２１日（令和６年度（行情）答申第９３５号） 

事件名：日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理

に関する特例法に関する文書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

 

第１ 審査会の結論 

別紙１の１に掲げる各文書（以下、併せて「本件請求文書」という。）

の開示請求に対し、別紙１の２（２）に掲げる７７文書（以下、順に「文

書１」ないし「文書７７」といい、併せて「本件対象文書」という。）を

特定し、その一部を不開示とした決定については、本件対象文書を特定し

たことは妥当であるが、審査請求人が開示すべきとし、諮問庁がなお不開

示とすべきとする部分のうち、別表２に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し、令和５年３月３１日付け入管庁総第６

７１号（以下「本件開示決定通知書」という。）により出入国在留管理庁

長官（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った一部開示決定

（以下「原処分」という。）につき、①対象文書の特定及び②不開示範囲

（文書５５以降の全文書。以下、文書５５ないし文書７７の不開示部分を

「本件不開示部分」という。）について審査し、取り消すことを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由の要旨は、審査請求書及び意見書

によると、おおむね別紙３及び４のとおりである。なお、添付資料は省略

する。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書 

（１）本件経緯 

審査請求人は、令和４年３月９日付けで、出入国在留管理庁長官（処

分庁）に対し、法の規定に基づき、本件請求文書の開示請求を行った。 

処分庁は、本件開示請求に対し、対象となる行政文書が著しく大量で

あることから、法１１条の規定による開示決定等の期限の特例規定の適

用を行った後、法１１条に基づき、本件開示請求に係る行政文書のうち
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の相当部分について部分開示決定（令和４年４月１５日付け入管庁総第

７４１号。以下「先行決定」という。））をし、残りの行政文書につい

て、その一部が法５条１号、３号、４号、５号、６号柱書き及びイに該

当するとして部分開示決定（原処分）をした。 

本件は、この原処分について、令和５年７月２８日、諮問庁に対して

審査請求がなされたものである。 

（２）審査請求人の主張の要旨 

審査請求人は、概ね以下のとおり主張し、原処分の取消しを求めてい

る。 

ア 原処分において開示決定された文書（７７件１，１９４ページ）は

一法令の制定に関する分量としては著しく少なく、開示決定までに１

年以上要する分量ではないと考えることから、他にも対象文書が存在

していたのではないかと考える。よって、他の文書を保有しているの

であれば開示決定等を行うとともに、既に移管や廃棄等をされた文書

があれば、その記録について開示すべきである。 

イ 文書５５以降の文書において不開示部分が多くなっており、処分庁

は不開示の理由として、「行政機関における率直な意見の交換や意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」を挙げているが、処分庁が

作成・公表している情報公開審査基準では「審議、検討等に関する情

報については、行政機関としての意思決定が行われた後は、一般的に

は、当該意思決定そのものに影響が及ぶことはなくなることから、本

号の不開示情報に該当する場合は少なくなるものと考えられる」とさ

れており、法令が成立・施行後３０年以上経過し、特別永住者の法的

地位が一旦確立していること等に鑑みると、今後同様の事例が発生し

た際に生じるおそれは相当程度に低く、これを根拠とした不開示決定

は自ら作成した審査基準に背いており、取り消されるべきである。 

ウ 処分庁に対し、他の法案制定に係る他の省庁との協議について開示

請求を行ったことがあるが、その際は多くの文書において意見交換の

内容が開示されていたことから、不開示とされた理由が理解できない。

「時の経過」によって以前であれば開示すべきであった箇所が現時点

で不開示となるのであれば説明すべきである。 

エ 文書７２の不開示部分については、開示決定通知書で挙げられてい

る不開示理由のどちらにも該当せず、違法な行政処分であるため取り

消されるべきである。 

オ 文書７６及び７７は想定問答集であり、作成時点では公開しても差

し支えない内容が記載されているものであることから、原処分を取り

消し、開示すべきである。 

（３）諮問庁の考え方 
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ア 本件対象文書について 

（ア）本件対象文書は、日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離

脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）

の制定に関する文書であり、処分庁は、当該対象文書の一部が法

５条１号、３号、４号、５号、６号柱書き及びイに該当するとし

て不開示とする原処分をした。 

（イ）審査請求人は上記（２）アにおいて、本開示決定で開示された

文書は一法令の制定に関する分量としては著しく少ないことから、

原処分で開示決定された他にも対象となる文書が存在するのでは

ないかなどと主張するが、法令の制定に関する文書の分量につい

ての平均的なものはないことから、審査請求人の主観的な意見に

過ぎず、また、「行政文書が著しく大量である」かどうかは、行

政文書の物理的な量のみならず、その審査等で要する業務量、行

政機関の事務体制、その事務の繁忙状況等をも考慮した上で判断

されるものである。 

（ウ）本件開示請求に係る行政文書には、法案の検討過程において各

省庁との間でやりとりした意見などが含まれており、その情報と

して、特定の個人を識別することができる情報（法５条１号）の

ほか、国の機関の内部における審議、検討又は協議に関する情報

であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある情報、その結果と

して当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報（同

条５号及び６号柱書き）や、犯罪の捜査、公訴の維持、その他の

公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがある情報（同条

４号）等が存在するため、開示決定等を行うに当たっては、１件

１件慎重に審査する必要があり、審査等に要する業務量も大量と

なる。 

（エ）そして、開示決定等の期限の特例規定の適用は、行政機関の事

務体制、他の開示請求事案の処理に要する事務量、その他の事務

の繁忙状況等を考慮した上で、最終的に当該開示請求に係る全て

の行政文書についての開示決定等を終えることが可能であると見

込まれる期限を通知しているものであり、処分庁の担当係は、行

政文書の開示請求に専従しているのではなく、法令の立案等多数

の業務を少人数で対応しており、本件開示請求について、請求の

あった日から６０日以内で対応することが困難であったことから、

特例規定が適用されたものである。 

（オ）加えて、本件開示請求に対応した期間中（令和４年３月９日の

受付日から令和５年３月３１日の開示決定通知日まで）は、第２
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１１回通常国会に提出した入管法等改正法案の法制作業や国会審

議に向けた準備作業により、所管法令の作成を所掌する処分庁の

担当係は、特に繁忙な常況にあった。 

（カ）また、処分庁において、本件審査請求を受け、改めて行政文書

ファイルが保存されている執務室内及び書庫並びにサーバ上に保

存された共用フォルダ内について、対象となる文書を探索したが、

新たに請求内容に合致する行政文書を発見することはできなかっ

たほか、原処分の対象となる文書が廃棄・移管された事実はない

ことから、廃棄・記録に関する記録も存在しない。 

イ 不開示情報該当性について 

（ア）審査請求人は上記（２）イにおいて、法令が成立・施行後３０

年以上経過し、特別永住者の法的地位が一旦確立していること等

に鑑みると、今後同様の事例が発生した際に生じるおそれは相当

程度に低いなどと主張するが、「行政機関における率直な意見の

交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある」も

のとして不開示とした部分においては、法令の制定に関して、日

本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管

理に関する実情などについて、関係省庁担当者との間で率直な意

見交換などを行った情報が含まれている。そして、このような意

見のやりとりをするに当たって、各省庁の保有する機密性の高い

情報や、個別具体的な事例に関する情報等にも言及がなされてい

る。これらの情報が公にされると、たとえ３０年以上前に作成さ

れ、文書作成時から時間が経過しているとしても、当該法令又は

これに関連する法令の改正や制定又はその運用等に関して、これ

ら各省庁との間で将来において同種の審議、検討等を行うに当た

って、いずれ開示されることとなることをおそれ、自らの保有す

る機密性の高い情報等に言及することをためらい、十分に議論が

できない状況が生じたり、あるいは、最終的に採用されるに至ら

なかった中間的な議論、未成熟な意見及び未整理の資料等が公に

されることによって、終局的意思決定に対する誤った理解、筋違

いの批判等を招いたり、外部からの不当な圧力や干渉等を受けた

りすることをおそれるなどする結果、率直な意見の交換が損なわ

れることとなる。 

したがって、これらの情報は法５条５号及び６号柱書きに該当

する。 

（イ）審査請求人は上記（２）ウにおいて、過去複数回、処分庁に他

の法案制定に係る他の省庁との協議について開示請求を行ったこ

とがあるが、その際は多くの文書において意見交換の内容が開示
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されていた、「時の経過」によって以前であれば開示すべきであ

った箇所を現時点では不開示としたのではないか、などと主張す

るが、原処分において不開示とした部分は、法の除外事由に該当

し、当初から不開示とすべき部分であり、各省庁との間で、日本

国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等に関する法的

地位やその歴史的経緯等についての意見のやりとりなどがなされ

ているところ、その内容に加え、これらの意見が、最終的に採用

されるに至らなかった中間的な議論や未成熟な意見を多分に含ん

でおり、このような情報が公にされることとなれば、憶測や誤解

に基づく批判を招き、外部からの様々な圧力や干渉、国交・外交

への影響などをおそれて、今後の同種案件において率直な意見交

換をためらい、政策決定に支障が生ずることが、特に懸念される

ものである。 

したがって、これらの情報は法５条５号及び６号柱書きに該当

する。 

（ウ）審査請求人は上記（２）エにおいて、文書７２の不開示部分に

ついては、開示決定通知書で挙げられている不開示理由のどちら

にも該当せず、違法な行政処分であるため取り消されるべきであ

ると主張するが、当該不開示部分については、法改正に関する当

庁内部の検討に関する情報及び当庁が取扱う事務に関する内部情

報が記載されており、これらの情報を公にすることにより、率直

な意見交換又は意思決定の中立性が損なわれるおそれがあるとと

もに、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

したがって、これらの情報は法５条５号及び６号柱書きに該当

する。 

（エ）審査請求人は上記（２）オにおいて、文書７６及び７７は想定

問答集であり、作成時点では公開しても差し支えない内容が記載

されているものであることから、原処分を取り消し、開示すべき

であると主張するが、当該不開示部分については、想定問答その

ものではなく、参考や注釈に係るものであって、公表することを

前提として作成されたものではなく、不開示とした部分には、在

留審査や退去強制業務に係る留意事項が含まれており、このよう

な情報を公開することにより、事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあるほか、国の安全に関する情報である他国との協議に

関する情報が含まれており、このような情報を公にすると、他国

との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国との交渉上不利益を被

るおそれがあるとともに、刑事手続に関する留意事項等も含まれ

ていることから、このような情報を公にすることにより、捜査の
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際に事前に対策を講じられるなど公共の安全と秩序の維持に支障

を及ぼすおそれがある。 

したがって、これらの情報は法５条３号、４号、６号柱書き及

びイに該当する。 

（４）結論 

以上のとおり、本件審査請求は理由がないことから、原処分を維持し、

審査請求を棄却することが相当である。 

 ２ 補充理由説明書 

本件諮問に関し、諮問庁は、理由説明書（上記第３の１を指す。）にお

いて、原処分の妥当性について説明したところであるが、更に以下のとお

り補充して説明する。 

 （１）本件経緯 

本件諮問の過程において、諮問庁が本件対象文書の不開示部分や理由

について再度精査を行ったところ、本件開示決定通知書において、文書

６１で不開示とした箇所について理由及びその適条の記載に不足が存在

することが明らかとなった。 

本補充理由説明書では、記載に不足のあった不開示理由及びその適条

について説明する。 

（２）本件開示決定通知書において記載が不足していた項目に係る補充説明 

   文書６１に記載されている警察職員の氏名について、当該警察職員は

今後も様々な警察業務に従事する可能性がある上、公表慣行がない警部

及び同相当職以下の職にある当該職員の氏名であり、公にすることによ

り、警察活動に対する妨害、当該職員本人及び家族に対する攻撃等が行

われるおそれがあり、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがある。このため、本件開示決定通知書

記載の理由（法５条１号）に加え、法５条４号に該当するため、当該警

察職員の氏名が記録されている部分を不開示とした。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和５年１０月２７日 諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１１月１０日   審議 

④ 同年１２月１１日   審査請求人から意見書及び資料を収受 

⑤ 令和６年７月９日   諮問庁から補充理由説明書を収受 

⑥ 同年９月１３日    本件対象文書の見分及び審議 

⑦ 令和７年２月１４日  審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 
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本件開示請求は、本件請求文書の開示を求めるものであるところ、処分

庁は、法１１条の規定を適用した上、相当の部分として別紙１の２（１）

に掲げる各文書（以下、併せて「先行開示文書」という。）を特定し、そ

の一部を法５条６号柱書きに該当するとする一部開示決定（先行決定）を

行った後、残りの部分として、別紙１の２（２）に掲げる文書（本件対象

文書）を特定し、その一部を同条１号、３号、４号、５号並びに６号柱書

き及びイに該当するとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し、審査請求人は、本件対象文書の特定及び本件不開示部分の

不開示情報該当性について不服を述べているところ、諮問庁は、上記第３

に記載のとおり、原処分は妥当である（ただし、文書６１及び文書７６の

不開示事由に、法５条４号をそれぞれ追加した。）としていたが、改めて

検討した結果、別表１に掲げる部分について開示することとするとの説明

があったので、以下、本件対象文書の見分結果を踏まえ、本件対象文書の

特定の妥当性及び本件不開示部分のうち別表１に掲げる部分を除く部分

（以下「本件不開示維持部分」という。その内容は別紙２記載のとおりで

ある。）の不開示情報該当性について検討する。 

 ２ 本件対象文書の特定の妥当性について  

（１）審査請求人は、審査請求書（別紙第３の１の部分）及び意見書（別紙

４の１）において、本件対象文書の特定の妥当性について疑問を呈して

いる。 

（２）本件対象文書の特定の妥当性について、諮問庁は、上記第３の１（３）

アのとおり説明するので、当審査会事務局職員をして更に確認させたと

ころ、おおむね以下のとおり補足して説明する。 

  ア 本件請求文書に該当し得る行政文書が編てつされているのは、行政

文書ファイル「平成３年法令の制定・改廃「Ｈ３－１  日本国との平

和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例

法制定」」（保存期間は３５年であり、保存期間満了後は移管され

る。）のみであり、当該行政文書ファイルに編てつされている文書の

うち、本件請求文書に該当し得る文書を抜粋して、先行開示文書及び

本件対象文書として特定した。また、出入国在留管理庁において、そ

れ以外に当該請求の対象となる文書は、作成又は取得していない。 

イ 審査請求人は、本件開示請求とは別の開示請求（以下「別件開示請

求」という。）に対する開示決定（令和５年８月１８日入管庁総第１

３８５号）において、処分庁から、当該行政文書ファイルに含まれる

文書の目録を入手したが、当該目録と本件開示決定通知書では、ファ

イル名や作成日が異なっているなどと主張する。 

 しかしながら、別件開示請求においては、開示請求書に、「①１９

８９年頃に締結された、入管法改正に関連する警察庁との覚書、②入
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管特例法制定に関連する警察庁との覚書及び③入管特例法制定時の行

政文書を保存したファイルにある文書のタイトルがわかる一覧・目

次・目録等」の開示を請求する旨記載されていたため、当該請求の趣

旨に該当する文書を処分庁が特定した上で、開示決定したものである。

他方、本件開示請求の対象は、本件請求文書であるから、処分庁とし

ては、それに該当する文書を探索した結果、先行開示文書及び本件対

象文書を特定したものであり、本件開示請求と別件開示請求では請求

内容が異なることから、当然探索範囲も異なり、別件開示請求におい

て特定した文書と、本件開示請求において特定した文書が当然に対応

するものではない。 

（３）検討 

  ア 本件対象文書の特定に関する上記（２）ア及び第３の１（３）アの

諮問庁の説明に、不自然、不合理な点は見受けられない。 

イ また、当審査会において、諮問書に添付された本件開示決定通知書

及び諮問庁から提示を受けた別件開示請求に係る資料を確認したとこ

ろによれば、その内容は、上記（２）イの諮問庁の説明に符合するも

のであると認められ、別件開示請求において特定した文書と、本件開

示請求において特定した文書が当然に対応するものではない旨の諮問

庁の説明は、否定することまではできず、これを覆すに足りる事情は

見当たらない。 

ウ 加えて、上記第３の１（３）ア（カ）の探索の範囲について、特段

の問題があるとは認められず、他に、本件において、先行開示文書及

び本件対象文書以外に本件請求文書に該当する文書が作成又は取得さ

れたことをうかがわせる事情も認められない。 

  エ そうすると、出入国在留管理庁において、先行開示文書及び本件対

象文書の外に、本件請求文書に該当する文書を保有しているとは認め

られない。 

 ３ 本件不開示維持部分の不開示情報該当性について 

（１）別紙２の番号１に掲げる不開示維持部分（文書５５ないし文書６１、

文書６３、文書６４及び文書６７ないし文書７５関係） 

ア 標記不開示維持部分には、法令の制定に関して、日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する実情など

について、関係省庁担当者との間で率直な意見交換などを行った情報

等のほか、法改正に関する出入国在留管理庁（本件対象文書の作成当

時は、法務省入国管理局。以下同じ。）内部の検討に関する情報及び

出入国在留管理庁が取り扱う事務に関する内部情報等、各省庁の保有

する機密性の高い情報や、個別具体的な事例に関する情報等が記載さ

れていると認められる。 
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イ そうすると、標記不開示維持部分を公にすることによって、当該法

令又はこれに関連する法令の改正、制定やその運用等に関して、これ

ら各省庁との間で将来において同種の審議、検討等を行うに当たって、

いずれ開示されることとなることを恐れ、自らの保有する機密性の高

い情報等に言及することをためらい、十分に議論ができない状況が生

じるおそれがあり、行政機関における率直な意見交換又は意思決定の

中立性が損なわれるおそれがある旨の上記第３の１（３）イ（ア）な

いし（ウ）の諮問庁の説明は不自然、不合理とはいえない。 

ウ したがって、当該不開示維持部分は法５条５号に該当し、同条６号

柱書き及びイについて判断するまでもなく、不開示とすることが妥当

である。 

エ なお、審査請求人は、意見書（別紙４の２（２）ウ）において、平

成元年の入管法改正時に締結された覚書は出入国在留管理庁のウェブ

サイトで公開されている一方、本件対象文書中の覚書は全面不開示と

されているので、開示範囲を拡大するべきであるなどと主張するが、

当該不開示維持部分の内容に照らせば、当審査会の上記判断に影響す

るものではない（ちなみに、当審査会事務局職員をして、出入国在留

管理庁のウェブサイトを確認させたところによれば、本件対象文書中

の覚書（文書６３及び文書７０）は、いずれも当該ウェブサイトに掲

載されていないものと認められる。）。 

（２）別紙２の番号２ないし番号４に掲げる不開示維持部分（文書７６及び

文書７７関係） 

  ア 標記不開示維持部分は、いずれも日本国との平和条約に基づき日本

の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法案の想定問答であ

る文書７６及び文書７７の一部であり、当該不開示維持部分には、開

示部分である想定問答の内容に関係する参考事項や注釈が記載されて

いると認められる。 

イ 別紙２の番号２に掲げる不開示維持部分 

（ア）当該不開示維持部分には、他国との協議に関する情報が記録され

ているところ、諮問庁は、当該情報は、外国政府が交渉の際に重視

した内容や今後の協議事項を詳らかにする情報である旨補足して説

明する。 

（イ）当該不開示維持部分の内容に照らせば、上記補足説明の内容を否

定することはできないので、これを前提として検討するに、標記不

開示維持部分を公にすると、他国との信頼関係が損なわれるおそれ

又は他国との交渉上不利益を被るおそれがある旨の上記第３の１

（３）イ（エ）の諮問庁の説明は不自然、不合理とはいえない。 

（ウ）そうすると、当該不開示維持部分は、これを公にすることにより、
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他国との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国との交渉上不利益を

被るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由が

あると認められるので、法５条３号に該当し、不開示とすることが

妥当である。 

ウ 別紙２の番号３に掲げる不開示維持部分 

（ア）当該不開示維持部分には、刑事手続に関する留意事項等が記録さ

れているところ、諮問庁は、当該部分の内容は、特定の犯罪につい

ての司法手続等における目的や取扱方法に関するもので、これらの

記載を公にすると、今後、特定の罪を犯した者の我が国への上陸の

可否に関する推測等を可能にする旨補足して説明する。 

（イ）上記補足説明の内容は首肯できるから、これを前提として検討す

るに、当該不開示維持部分を公にすると、事前に捜査への対策を講

じられるなどして、犯罪の予防、鎮圧その他の公共の安全と秩序の

維持に支障を及ぼすおそれがある旨の上記第３の１（３）イ（エ）

の諮問庁の説明は不自然、不合理とはいえない。 

（ウ）そうすると、当該不開示維持部分は、これを公にすることにより、

犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障

を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理

由があると認められるので、法５条４号に該当し、不開示とするこ

とが妥当である。 

エ 別紙２の番号４に掲げる不開示維持部分 

（ア）当該不開示維持部分には、在留審査や退去強制業務に係る留意事

項等が記録されているところ、諮問庁は、当該部分には、特定永住

者の上陸審査の基準や公表を前提としない情報等が記載されている

と補足して説明する。 

（イ）当該不開示維持部分の内容に照らして検討するに、当該不開示維

持部分を公にすると、在留審査や退去強制業務に係る事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがある旨の上記第３の１（３）イ（エ）

の諮問庁の説明は不自然、不合理とはいえない。 

（ウ）そうすると、当該不開示維持部分は、国の機関が行う事務に関す

る情報であって、公にすることにより、国の事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあるものであると認められることから、法５条

６号柱書きに該当し、同号イについて判断するまでもなく、不開示

とすることが妥当である。 

（３）別紙２の番号５に掲げる不開示維持部分（文書５５、文書５７、文書

５８及び文書６０ないし文書７５関係。別表２に掲げる部分を除く。） 

標記不開示維持部分は、国の機関等の非公開の内線番号、ファクシミ

リ番号又は電話番号（以下「内線番号等」という。）であると認められ
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る。 

この点について、当審査会事務局職員をして確認させたところ、諮問

庁は、標記不開示維持部分の内容は、公にすることにより、なりすまし

による照会の外、いたずらや偽計等に使用されることで、国の機関等が

必要とする際の緊急の連絡に支障を来すなど、当該事務の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがある旨補足して説明するところ、その内容は、不

自然、不合理とはいえない。 

したがって、当該不開示維持部分は、法５条６号柱書きに該当し、不

開示とすることが妥当である。 

（４）別紙２の番号６に掲げる不開示維持部分（文書５８、文書６０ないし

文書６２及び文書７５関係） 

   標記不開示維持部分には、警察職員の氏が記載されているところ、諮

問庁は、それらの警察職員は、いずれも公表慣行がない警部及び同相当

職以下の職にある者である旨補足説明し、これを覆すに足りる事情はな

い。そこで、これを前提に検討するに、警察業務の特殊性に鑑みれば、

公表慣行がないそれらの者の氏を公にすることにより、警察活動に対す

る妨害、当該職員本人及び家族に対する攻撃等が行われるおそれがある

旨の上記第３の１（３）ア（ウ）及び同２（２）の諮問庁の説明は、不

自然、不合理とはいえず、これを否定することまではできない。 

   したがって、標記不開示維持部分は、これを公にすることにより、犯

罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼ

すおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると

認められるので、法５条４号に該当し、同条１号について判断するまで

もなく、不開示とすることが妥当である。 

（５）別表２に掲げる部分 

   当審査会において、標記不開示部分を確認したところによれば、標記

不開示部分には、組織改編により廃止された行政機関の内線番号等のう

ち、原処分時点において、新設された行政機関で使用されていない内線

番号等が記載されていることから、別表２に掲げる部分を公にしても、

なりすましによる照会の外、いたずらや偽計等に使用されることはなく、

国の機関等が必要とする際の緊急の連絡に支障を来すなど、当該事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められない。 

したがって、当該部分は、法５条６号柱書きに該当せず、開示すべき

である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

（１）審査請求人は、意見書（別紙４）において、審査請求書で開示を求め

る部分以外の不開示部分についても開示を求めているものと解されるが、

本件不開示部分以外の不開示部分に係る主張は、当初の審査請求にはな



 12 

く、審査請求の範囲を拡大しようとするものであり、これを認めること

はできない。 

（２）審査請求人は、審査請求書（別紙３の２（４））において、過去複数

回、処分庁に他の法案制定に係る他の省庁との協議について開示請求を

行ったことがあるが、その際は多くの文書において意見交換の内容が開

示されていた旨主張する。 

   この点について、当審査会事務局職員をして確認させたところ、諮問

庁からは、他省庁等との協議内容の開示の可否については、関係省庁等

と協議の上、法に基づき個別に判断している旨の説明があった。 

当該説明内容に格別不自然、不合理な点はないから、仮に、審査請求

人において、他の法案制定に係る他の省庁との協議について、処分庁か

ら、その主張のとおりの開示を受けたことがあったとしても、それをも

って原処分の判断が妥当でないとすることはできず、この点の審査請求

人の主張は採用できない。 

（３）審査請求人の別紙４の２（２）エの主張は、開示の実施に関する主張

であると解されることから、これについては判断しない。 

（４）審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記判断を左右するもので

はない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件請求文書の開示請求に対し、本件対象文書を特定

し、その一部を法５条１号、３号、４号、５号並びに６号柱書き及びイに

該当するとして不開示とした決定については、出入国在留管理庁において、

先行開示文書及び本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文

書を保有しているとは認められないので、本件対象文書を特定したことは

妥当であり、審査請求人が開示すべきとし、諮問庁がなお不開示とすべき

としている部分のうち、別表２に掲げる部分を除く部分は、同条３号、４

号、５号及び６号柱書きに該当すると認められるので、同条１号及び６号

イについて判断するまでもなく、不開示とすることが妥当であるが、別表

２に掲げる部分は、同号柱書きに該当せず、開示すべきであると判断した。 

（第１部会） 

委員 合田悦三、委員 木村琢麿、委員 中村真由美 
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別表１ 諮問庁が新たに開示する部分 

 

文書番号 通し番号 新たに開示する部分 

文書６４ ８８２ 下から１つ目の不開示部分を除く不開示部分全部 

８８５ 

文書７２ ９７２ 不開示部分全部 

９７３ 

文書７６ １０７１ 不開示部分全部 

１０７２ 

１０９１ 上から４つ目及び５つ目の不開示部分全部 

１１１５ 不開示部分全部 

文書７７ １２１５ 不開示部分全部 

 １２１６ 

１２１７ 

１２４０ 

１２４１ 

  



 14 

別表２ 開示すべき部分 

 

文書番号 通し番号 開示すべき部分 

文書６４ ８８４ 上から１つ目の不開示部分全部 

文書６５ ８８６ 上から１つ目の不開示部分全部 

文書６６ ８８８ 上から１つ目の不開示部分全部 

文書６７ ９１２ 右から１つ目の不開示部分全部 

文書６８ ９３２ 左から１つ目及び２つ目の不開示部分全部 

９３３ 上から１つ目の不開示部分全部 

９３４ 左から１つ目及び２つ目の不開示部分全部 

文書６９ ９３６ 左から１つ目及び２つ目の不開示部分全部 

９３７ 上から１つ目及び２つ目の不開示部分全部 

文書７０ ９３９ 上から１つ目及び２つ目の不開示部分全部 

９４０ 

９４１ 

９４５ 不開示部分全部 

９４６ 上から１つ目及び２つ目の不開示部分全部 

９４７ 上から１つ目の不開示部分全部 

９４８ 上から１つ目及び２つ目の不開示部分全部 

文書７４ ９９１ 上から１つ目及び３つ目の不開示部分全部 

９９２ 上から１つ目の不開示部分全部 

文書７５ １０２０ 不開示部分全部 

１０３１ 上から１つ目及び３つ目の不開示部分全部 

１０３４ 右から１つ目及び２つ目の不開示部分全部 

１０３７ 
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別紙１ 

 

１ 本件請求文書 

（１）日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に

関する特例法（平成３年法律第７１号）に関する全ての文書 

（２）上記（１）の文書で既に廃棄や移管等したものがあれば、当該文書の廃

棄等の記録 

 

２ 本件請求文書に該当するとして特定された文書 

（１）先行開示文書 

  ア 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文書「日本国

との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法案の閣議請議について」 

  イ 平成３年２月２２日付け法務省入国管理局参事官室起案文書「日本国

との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法案の提案理由説明について」 

  ウ 平成３年２月２２日付け法務省入国管理局参事官室起案文書「日本国

との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法案に関する特定部会Ａにおける法務大臣あいさつについて」 

  エ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文書「日本国

との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法案についての特定部会Ａにおける入国管理局長の説明について」 

（２）本件対象文書 

文書番号 文書名 

文書１ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法案についての特定審議会

Ａ、特定総務会における法務部会長説明資料について」 

文書２ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法案についての内閣官房副長

官説明要旨について」 

文書３ 平成３年２月２２日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法案についての特定委員会に

おける政務次官説明資料について」 

文書４ 平成３年２月１１日付け日本国との平和条約に基づき日本
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の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（仮

称）案提案理由説明（案） 

文書５ 平成２年１１月９日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書 

文書６ 平成２年４月３日付け法務省入国管理局参事官室起案文書

「いわゆる在日韓国人三世問題への対応（案）について」 

文書７ 平成２年１２月１０日付け法務省入国管理局参事官室起案

文書「平和条約関連国籍離脱者及びその子孫（在日韓国

人、朝鮮人、台湾人）に係る入管法関係法案について」 

文書８ 「再入国許可の有効期間について当初○年間を許可する根

拠」等整理ペーパー 

文書９ 平成２年１２月１７日付け法務省入国管理局参事官室起案

文書「第１２０回国会提出予定法案の骨子について（高裁

案）」 

文書１０ 平成２年１２月２７日付け法務省入国管理局参事官室起案

文書「特例法に係る立法作業予定一覧表の作成について」 

文書１１ 平成２年１２月２７日付け法務省入国管理局参事官室起案

文書「第１２０回国会提出予定法案の骨子について（高裁

案）」 

文書１２ 日本国との平和条約の規定に基づき同条約の最初の効力発

生の日において日本の国籍を離脱した者等に関する出入国

管理特例法案（仮称）概要 

文書１３ 平成２年１２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案

文書「出入国管理及び難民認定法等を引用している法令の

照会について」 

文書１４ 定住者の在留資格を有する者のうち、いわゆる一二六系列

の者の数（推定）（平成二年十二月末算定） 

文書１５ 「入管特別法において目的規定に加えて入管法（一般法）

の適用について特別の規定を設けない理由」等整理ペーパ

ー 

文書１６ 平成３年２月４日付け法務省入国管理局参事官室起案文書

「出入国管理及び難民認定法等を引用している法令につい

ての引用照会の結果について（報告）」 

文書１７ 「入管法第２２条の２「日本国籍を離脱した者」の意義」

等整理ペーパー 

文書１８ 特別永住者（法１２６－２－６系列者）の法的地位一覧 

文書１９ 特別永住許可の対象範囲（平成３年２月１２日） 
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文書２０ 理由 

文書２１ 平成３年２月９日付け法務省入国管理局参事官室起案文書

「特例法案概要について（予備決裁）」 

文書２２ 法１２６系列の全ての永住者について法定特別永住者とす

る理由（平成３年２月１２日） 

文書２３ 平成３年２月１５日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法（仮称）案要綱案につい

て）」 

文書２４ 平成３年２月７日付け法務省入国管理局参事官室起案文書

「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等

の出入国管理に関する特例法（仮称）案骨子（案）につい

て」 

文書２５ 平成３年２月１２日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「出入国管理特例法に係る参考資料について」 

文書２６ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法（仮称）案（平成３年２月７

日） 

文書２７ 平和条約国籍離脱者及びその子孫（在日韓国人・朝鮮人・

台湾人）に係る入管法関係の法改正について（平成３年２

月） 

文書２８ 平成３年１月２８日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「第１２０回国会（常会）内閣提出予定法律案・条約要

旨調べについて」 

文書２９ 平成３年１月３１日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「特定審議会Ｂの法案説明会における説明用資料につい

て」 

文書３０ 平成３年２月１２日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「出入国管理特例法案要旨及び概要について（仰決

裁）」 

文書３１ 法令検索システム回答書 

文書３２ 法令検索システム回答書・昭和４６年入管白書 

文書３３ 「最高裁判例解説」等参考資料 

文書３４ 中国（台湾）人の国籍離脱の法理及びその時期について 

文書３５ 平成３年２月１８日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「特定審議会Ｃについて」 

文書３６ 平成３年２月６日付け法務省入国管理局参事官室起案文書
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「特定部会Ｂについて」 

文書３７ 平成２年１２月２７日付け法務省入国管理局参事官室起案

文書「出入国管理特例法（仮称、略称）に係る立法作業予

定一覧表の作成について」 

文書３８ 平成３年３月５日付け法務省入国管理局参事官室起案文書

「入管特例法案に係る法務省案及び○○党案の相違点比較

表について」 

文書３９ 平成３年２月２１日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「出入国管理特例法案の逐条説明について」 

文書４０ 平成３年２月２８日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「記者発表用の説明資料について」 

文書４１ 平成３年１月１９日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「出入国管理特別法に係る参照条文について」 

文書４２ 平成３年２月１４日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法（仮称）案理由について」 

文書４３ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法（仮称）案要綱 

文書４４ 特別永住者の法的一覧の差し替え 

文書４５ 衆議院議長発参議院議長宛て修正議決の送付書 

文書４６ 平成３年４月１１日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「入管特例法案に係る附帯決議が行われた場合の法務大

臣発言について」 

文書４７ 平成３年４月２６日付け法務省管総第３９４号法務省入国

管理局局長通知「日本国との平和条約に基づき日本の国籍

を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の可決につい

て」 

文書４８ 部長説明資料追記 

文書４９ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法（仮称）案について 

文書５０ 平成３年２月２１日付け法務省訟務局総務課訟務調査官室

文書「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した

者等の出入国管理に関する特例法（仮称）案について（回

答）」 

文書５１ 平成３年２月１８日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法（仮称）案の各省協議につ
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いて」 

文書５２ 平成３年２月２１日付け法務省入国管理局参事官事務連絡

「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等

の出入国管理に関する特例法案について」 

文書５３ 出入国管理特例法案説明要旨 

文書５４ 出入国管理特例法案要旨 

文書５５ 平成３年２月６日付け法務省入国管理局参事官室起案文書

「出入国管理特例法（仮称）案骨子（案）に関し警察庁に

対する説明結果について」 

文書５６ 出入国管理特例法関係資料 

文書５７ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「出入国管理特例法案に関する警察庁からの質問につい

て」 

文書５８ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室事務連

絡「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法案について」 

文書５９ 平成３年２月２６日付け警察庁事務連絡「日本国との平和

条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関

する特例法案について」 

文書６０ 平成３年２月２６日付け法務省事務連絡「日本国との平和

条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関

する特例法案について」 

文書６１ 平成３年２月２６日付け警察庁事務連絡「日本国との平和

条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関

する特例法案について」 

文書６２ 国籍・出身地別在留資格別永住対象外国人統計（平成元年

１２月末現在） 

文書６３ 平成３年３月１日付け法務省入国管理局参事官室起案文書

「入管特例法に係る警察庁との覚書について」 

文書６４ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「入管特例法案に係る労働省からの質問について」 

文書６５ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法案要旨 

文書６６ 入管法等の改廃経緯一覧 

文書６７ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「入管特例法に係る自治省からの質問に対する回答につ

いて」 
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文書６８ 日本国と平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出

入国管理に関する特例法（仮称）案について 

文書６９ 平成３年２月２６日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「入管特例法案に係る自治省からの覚書案について（回

答）」 

文書７０ 平成３年２月２８日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「入管特例法案に係る自治省との覚書交換について」 

文書７１ 平成３年２月２６日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「入管特例法案に係る外務省から再コメントに対する回

答について」 

文書７２ 平成３年２月６日付け法務省入国管理局参事官室起案文書

「出入国管理特例法（仮称）案骨子（案）に関し外務省に

対する説明結果について」 

文書７３ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「入管特例法案に係る外務省照会に対する回答につい

て」 

文書７４ 平成３年２月２５日付け法務省入国管理局参事官室起案文

書「入管特別法案に係る厚生省からの質問について」 

文書７５ 各省庁からの提出意見及び質問一覧 

文書７６ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法案想定問答 

文書７７ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の

出入国管理に関する特例法追加想定問答 
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別紙２ 本件不開示維持部分（文書５５ないし文書７７） 

番

号 

文書番号 不開示維持部分 

１ 文書５５ 法案改正に係る出入国在留管理庁内部及び他の行政機

関との検討や評価、意見等 文書５６ 

文書５７ 

文書５８ 

文書５９ 

文書６０ 

文書６１ 

文書６３ 

文書６４ 

文書６７ 

文書６８ 

文書６９ 

文書７０ 

文書７１ 

文書７２ 

文書７３ 

文書７４ 

文書７５ 

２ 文書７７ 他国との協議に関する情報（通し番号：１１４５及び

１１４６） 

３ 文書７６ 刑事手続に関する留意事項等（通し番号：１０９７及

び１０９８） 

４ 文書７６ 入国・在留審査業務及び退去強制業務に係る留意事項

等（通し番号：１０９１、１０９４及び１１８０） 

文書７７ 
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５ 文書５５ 国の機関等の非公開の内線番号、ファクシミリ番号又

は電話番号 文書５７ 

文書５８ 

文書６０ 

文書６１ 

文書６２ 

文書６３ 

文書６４ 

文書６５ 

文書６６ 

文書６７ 

文書６８ 

文書６９ 

文書７０ 

文書７１ 

文書７２ 

文書７３ 

文書７４ 

文書７５ 

６ 文書５８ 警察職員の氏 

文書６０ 

文書６１ 

文書６２ 

文書７５ 
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別紙３ 審査請求書 

 

１ 対象文書の特定について 

（１）本開示請求においては、処分庁は令和４年３月２９日付で開示決定等の

期限の特例規定を適用し、開示決定を令和５年３月３１日まで延長する

旨、審査請求人に通知した。 

（２）処分庁は、特例適用の根拠として、開示請求に係る行政文書が著しく大

量であるため、６０日以内の開示決定等が不可能であることを挙げてい

たが、本開示決定で開示された文書は合計７７件（１、１９４ページ）

に過ぎず、処分庁が主張する「著しく大量」で開示決定までに１年以上

要する分量ではないと考える。審審査求人（原文ママ）は、当該法令制

定時に係る全ての文書を請求したが、その割には開示対象とされた分量

は少なく、他にも文書が存在していたのではないかと考える。また、審

査請求人は当該法令制定に係る文書で、既に廃棄や移管等をしたものが

あれば、当該文書の廃棄等の記録も併せて求めていたが、これに関して

の開示決定はされなかったため、全ての文書が保管されていると考えら

れるが、そうすると７７件１、１９４ページの開示文書は一法令の制定

に関する分量としては著しく少ないと考える。 

（３）よって、当該文書の範囲を再度確認し、他の文書を保有しているのであ

れば開示等の決定を行うとともに、既に廃棄や移管等をされた文書があ

れば、いつ、どんな文書が廃棄や移管等をされたのかについての記録も

開示するべきである。 

２ 不開示範囲について 

（１）開示された文書の内容を確認すると、特に文書５５以降の文書で不開示

が多くなっており、中には文書の内容を確認せず、タイトル以外のほぼ

全ての部分を機械的・事務的に黒塗りしたとしか思えない文書もあり、

これは実質的な不開示決定と変わらないものである（逆に言えば、タイ

トルのみの開示であれば、当該文書名を示した上で不開示決定をすれば

実質的に同様の効果となる）。 

（２）処分庁は不開示の理由として、法案改正に係る内部及び他の行政機関と

の検討や評価、意見等が記録されており、公にすることによって、行政

機関における率直な意見の交換や意思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれがあること等を不開示とした理由として挙げている。 

（３）しかしながら、処分庁自身が作成・公表している情報公開審査基準２６

ページ「７ 意思決定後の取扱い等」では「審議、検討等に関する情報

については、行政機関としての意思決定が行われた後は、一般的には、

当該意思決定そのものに影響が及ぶことはなくなることから、本号の不

開示情報に該当する場合は少なくなるものと考えられる」としている。
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審査請求人が開示請求をした法令が成立・施行後３０年以上経過し、当

該法案の成立により特別永住者の法的地位が一旦確立していること等に

鑑みると、今後同様の事例が発生し「率直な意見の交換や意思決定の中

立性が不当に損なわれるおそれ」は相当程度に低いことが考えられ、こ

れを根拠にした不開示決定は自ら作成した審査基準に背くものであり、

取り消されるべきである。 

（４）ちなみに、審査請求人は過去複数回、処分庁に他の法案制定に係る他の

省庁との協議について開示請求を行ったことがあるが、その際は多くの

文書において意見交換の内容は開示されていたが、今回のようにほぼ全

面的に不開示とされ、隠蔽された理由が理解できず、非常に困惑してい

る。「時の経過」によって以前であれば開示すべきであった箇所が現時

点で不開示となるのであれば、それについても説明すべきである。 

（５）文書７２中の外務省への説明資料として用いられた「再入国許可を受け

て上陸する特別永住者に対する上陸拒否事由の適用について」の「２ 

理由」の「（３）韓国との関係」及び「３ 上陸拒否事由を適用しない

こととした場合の問題に対する対応」の「（１）再入国許可の裁量性及

び数次再入国許可の取消」で不開示とされている箇所がある。処分庁が

作成した開示決定通知書では、文書７２の不開示理由を「行政機関にお

ける率直な意見の交換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ」があること及び「国の機関の非公開の情報等が記載されている」こ

との２点のみを挙げている。しかしながら、不開示部分のタイトルを見

る限り、このどちらにも該当するようには思えず、本処分は理由を付さ

ない不利益処分という点で違法な行政処分であり、本不開示箇所につい

ては取消をするべきである。 

（６）文書７６及び７７の想定問答集の不開示箇所についても、再度の検討を

求める。想定問答集とは、本来、国会答弁や記者会見等で質問された場

合に回答する際の手元資料としても用いられ、想定問答作成時点では公

開しても差し支えない内容が記載されているものである。過去の答申で

も、「本件対象文書は、その際の記者からの質問を想定して作成された

想定問答と認められ、本件不開示部分については、その体裁から見て、

想定した質問があった場合に答える内容が記載され、公表することを前

提に作成された内容であるとみるのが自然であり、また、事実関係を問

う質問に対しこれを否定する内容であることも考慮すると、仮に当該記

者会見の際に公表した事実がないとしても、特定訴訟における国の当事

者としての地位を不当に害するおそれがあるとは認められないことか

ら、法５条６号ロに該当せず、開示すべきである」とするもの（平成２

７年度（行情）答申第８０１号）や「想定問答という性質上、答弁案は

国会の場でそのとおりの答弁がされても差し支えない内容として十分に
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検討されたものであると考えられ」るとするもの（平成２２年度（行

情）答申第３６４号）がある。よって、本想定問答集で不開示とされた

部分については、原処分を取り消し、開示するべきであると考える。 
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別紙４ 意見書 

 

今回の審査請求の争点は、以下の点になると考えている。 

１ 対象文書の範囲について 

２ 不開示部分について 

 

１ 対象文書の範囲について 

（１）１の対象文書の範囲については、審査請求人は別の情報公開請求（別件

開示請求）にて、当該行政文書ファイルに含まれる文書の目録（以下、

文書リスト）を入手した。文書ファイルと開示決定通知書等では、ファ

イル名や作成日が異なっており、文書リストの内容と照合し、本審査請

求で開示等がなされた文書が全てもれなく含まれているかを再確認すべ

きである。例えば、文書リスト（１０）の３番目にある「国会議事録」

のタイトル文書は審査請求の対象文書の中には見当たらなかったが、入

管庁が管理している文書リストの中には存在している。審査請求人は法

案制定に係る全ての文書の開示を請求したため、開示された文書のどの

文書に該当するのか、具体的に示してほしい。 

（２）そもそも、審査請求人は最初の開示請求時点で、入管特例法制定に関す

る全文書の開示を請求しており、電磁的記録で保存されている文書リス

トも関連する文書として開示の対象となるはずであるが、なぜ除外され

ていたのかについて説明がない。また、文書リストにて管理している名

称と実際の文書名が異なることについては、行政文書の管理方法として

は不適切なものではないか。公文書を国民共有の財産として国民による

事後検証を容易に可能にするためにも、わかりやすい文書名称の付与及

び管理が求められる。 

（３）文書５及び５６は文書タイトルを含め、ほぼ全てが不開示となってお

り、何のための文書であるのか全くわからない。文書名を明らかにせず

に全面に渡り（原文ママ）不開示とするのであれば、実質的に存否応答

拒否と変わりなく、なぜ公開対象の文書から除外しなかったのか理解で

きないため、処分庁及び諮問庁の見解を聞きたい。一部であっても公開

したのであれば、少なくとも当該文書がどんなタイトルなのか示す必要

があるが、今回の（実質的な不）開示では何の文書かさっぱりわからな

い。先の文書リストはタイトルを含めて全部開示されたため、入管庁の

見解としては、入管特例法に係る文書でタイトル名を含めて全面不開示

とすべき文書はないと判断したと言える。審査請求の意見書（原文マ

マ）によると、全ての文書を再度検索した（＝文書リストに含まれる文

書は、もれなく本審査請求の対象文書と一致する）はずであるが、そう

であるならば、文書５及び５６の名称を開示するか、文書リスト中のど
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の文書に該当するかを示す必要がある。 

２ 不開示部分について 

（１）想定問答集について 

   ２の不開示部分については、まず、文書７６及び７７の想定問答集につ

いては、当該不開示部分が想定問答そのものではなく、参考部分である

ことは理解した。念の為、審査会にて当該部分が本当に参考部分であ

り、かつ、不開示事項に該当する程度に秘密であるものであるか、また

は開示しても問題が生じないものであるかについての判断を仰ぐ。 

（２）その他の不開示部分について 

   その他の不開示部分については、審査請求人は諮問庁の解答（原文マ

マ）に納得しておらず、更なる審査を求める。尚、本審査請求に当たっ

ては、審査庁は当然のことながら慎重に検討した上で意見書を提出して

いるため、これ以上の不開示理由の後付け追加や修正等はないものと考

えている。 

 ア 審議検討等に関する不開示範囲について（文書５５以降を中心にその

他文書も含む） 

   文書５５以降において特に顕著であるが、他省庁との協議事項や意見

及び回答が全面的に不開示となっている。入管庁は、自らが公開してい

る審査基準において、「第５条各号の規定の趣旨に沿って、個々具体的

に判断しなければならない」とし、５号については、「７．意思決定後

の取扱い等」で、「審議、検討等に関する情報については、行政機関と

しての意思決定が行われた後は、一般的には、当該意思決定そのものに

影響が及ぶことはなくなることから、本号の不開示情報に該当する場合

は少なくなるものと考えられる」としている。例外的に「当該審議、検

討等に関する情報が公になると、審議、検討等が終了し意思決定が行わ

れた後であっても、国民の間に混乱を生じさせたり、将来予定されてい

る同種の審議、検討等に係る意思決定に不当な影響を与えるおそれがあ

る場合等があれば、本号に該当し得る」となっているが、この場合は

「将来予定されている同種の審議等」を対象としているため、現時点で

将来の予定がない事案、特に本件のように特別永住者の法的地位が確定

した事案については将来同種の審議が行われ、諮問庁が懸念するような

おそれが発生する可能性は限りなく低いと考えることができ、諮問庁の

見解は失当であると言える。（本来は仮定の話はするべきではない

が、）仮に不開示箇所に未成熟な議論が含まれていたとしても、最終的

な意思決定については法案の内容等からわかるのであるから、審議段階

の内容と最終的な内容に違いがあったとしても混乱が生じることはな

い。むしろ、法案がどのような経緯で検討され、修正されたの（原文マ

マ）を知ることは国民の権利であり、処分庁は法の趣旨に則り、国民か
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らの批判の下での行政を行うためにも公開する義務があると考える。 

諮問庁の見解では、不開示箇所は当初から不開示を想定して作成され

たものであると主張するが、法が制定されたのは本件対象文書が作成さ

れた後であり、行政文書は審議検討に関する事項も含めて原則公開しな

ければならないことに鑑みると、諮問庁の見解は首肯できない。審議検

討に関する事項の機械的一律不開示は、不開示範囲を必要最低限以上に

拡大した点で裁量権の逸脱が見られ、違法または不当な行政処分であ

り、よって、本処分は取り消されるべきである。 

文書３５及び３６は当時の○○党及び○○党への説明に関する文書で

あるが、この文書中には議員からの質問やそれに対する回答が記載され

ている。さらに、文書３８では○○党案及びそれに対する問題点が記載

されている。もし、諮問庁の言い分通り全ての審議検討に関する情報が

不開示となるのであれば、両文書に記載されている質疑応答は国の機関

の内部における審議、検討又は協議に関する情報であり、当初から不開

示とするべきであるが、両文書においてはこれらの情報が開示されてい

る。よって、他の文書においても一律に審議検討内容を不開示とするの

ではなく、必要最低限の不開示範囲と修正するべきである。 

他の文書においても審議検討等に関わる箇所は内容を確認せずに機械

的に黒塗りしているとしか思えない。「意見なしの場合も意見なしとい

う意見に他ならない」といった詭弁も想定するが、文書５０においては

「意見なし」の回答が開示されているため、他の文書にこの論法を用い

ることは、最早通用しないことは明らかである。よって、他の文書を再

度確認し、意見なしの旨が記載されている場合は、開示するべきである

と考える。 

よって文書５５以降の不開示範囲についても、審議検討過程を機械的

一律に不開示とするのではなく、個別具体的に再検討するべきである。

もし分量が多く時間を要するのであれば、他省庁等とのやりとりをまと

めた文書７５だけでも再検討するべきであると考える。 

  イ 不開示理由の不備及び同一文書間の開示範囲の不一致 

    本開示決定では、不開示理由の不備も散見された。 

文書４７では、最終ページの同報レポートの送達先のうち２箇所が不

開示となっている。同報レポートの宛先数が１４であるため、当該不開

示部分は相手先の名称であると考えられる。同文書の不開示理由として

は、法５条６号柱書きに該当するとしているが、諮問庁から再提示され

た不開示範囲は「国の機関等の非公開の内線番号、ファクシミリ番号又

は電話番号」となっており、送付相手先の名称については不開示理由と

していない。法５条６号では当該事務の適切な遂行に支障を及ぼす恐れ

があるとしているが、参考情報としての同報レポートを送付しただけで
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は、適切な事務遂行に支障を及ぼすことは考えられず、法で定められた

不開示事項の範囲を超える、裁量権を逸脱した違法な行政処分である。 

文書７２の１２ページ及び１３ページの「（手持資料）再入国を受け

て上陸する特別永住者に対する上陸拒否事由の適用について（特定部会

Ｃ、警察庁等に対する説明用）」は全面開示すべきであると考える。本

手持資料の文書は、文書５５の１４ページ及び１５ページの文書と同一

のものであり、文書５５では当該手持資料の部分は全面開示されてい

る。処分庁及び諮問庁は当然のことながら、これら二つの文書に同一の

資料が含まれていると認識して処分及び審査をしたものと考えられる

が、開示範囲が異なっているのか私には理解ができないため、同一の文

書間で開示範囲が異なった理由を教えていただきたい。ちなみに、文書

５５で開示され文書７２では不開示とされた箇所については、以下の通

り記載されており、不開示部分のみそのまま転載する。 

・「２ 理由 （３）韓国との関係」：これは日韓間の合意の趣旨に反

するとして、今後改めて日韓の問題として協議の対象とならざるを得

ない。 

・「３ 上陸拒否事由を適用しないこととした場合の問題に対する対

応の（１）再入国許可の裁量性及び数次再入国許可の取消」：再入国

許可を受けて上陸する特別永住者について上陸拒否事由を適用しない

こととしても、以下の理由により実際上問題になることはない。な

お、現在も実務上、再入国許可を受けて上陸する者、特に協定永住者

等については、上陸拒否事由を適用しない運用がなされている。 

 上記の記載事項は一般的で当然の事項を記載したものに過ぎず、何ら

機密性を持った内容ではないことは明らかである。仮に不開示事項に該

当するとしても、韓国との関係については、法５条３号によって不開示

とするのが相当であり、諮問庁の慎重な検討においても同号には該当し

ないと判断されたものであるため、不開示事項には該当しないと考える

のが自然である。さらに言えば、文書５５の処分時及び審査請求時の慎

重な検討においても、当該箇所は開示しても差し支えないと判断された

から開示が維持されているものに他ならないから、文書７２の同一資料

についても全面開示するべきであると考える。少なくとも、文書７２が

不開示に該当するとしても、文書５５にて同一箇所が開示されている以

上、最早不開示事項には該当せず、開示するべきである。万一、不開示

事項に該当するのであれば、文書５５についても新たに不開示部分を特

定し、再度開示決定等を行うべきであり、そうでないのであれば文書７

２の同一箇所は全面開示するべきである。 

  ウ 類似案件でのＷｅｂページ公開情報との違い 

 文書６３の警察庁との覚書締結をはじめ、覚書に関する文書が複数あ
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るが、平成元年の入管法改正時に締結された覚書は入管庁のウェブサイ

トで公開されており、多くの内容が公開されている（出入国在留管理庁

が取り交わした文書について（ＵＲＬ略）最終閲覧日：令和５年１２月

９日）。入管特例法に関する覚書は全面非公開となっているが、その理

由について再度問う。もし、入管特例法の国会提出時の覚書が入管法制

定時と同様の趣旨であれば、開示範囲を拡大するべきである。 

  エ その他 

 最後に、本審査請求での対象となるかは不明であるが、文書４１及び

４４等の文書で、スキャンをする際に読み取りが不十分で、開示範囲で

はあるが識別できないものがあった。処分庁で保有している文書が識別

可能な程度に保存されており、事務的なミス等何らかの理由により印字

が不鮮明になった場合、再度の開示対象となるか否か、諮問庁及び審査

会に対して判断を仰ぐ。 

上記の理由により、本処分は理由の提示に不備がある違法な行政処分

であることは明白である。また、協議内容をはじめとするその他の部分

も違法または不当な行政処分であると考えられる。よって、原処分を取

り消した上で再度不開示部分についての理由の教示及び不開示部分の検 

討を行うべきである。 


